
国立研究開発法人国際農林水産業研究センター 

平成 27 年度第 1回契約監視委員会議事概要 

 

１．日時：平成 27 年 7月 27 日（月）13:30～15:40 

２．場所：国立研究開発法人国際農林水産業研究センター本館 2階 特別会議室 

３．出席者：柿内委員、鈴木委員、髙橋委員、北條委員 

４．議題 

（１）平成 26 年度における契約状況のフォローアップ 

（２）平成 26 年度第 4四半期及び平成 27年度第 1四半期に実施した競争性のない随意

契約の点検 

（３）平成 26 年度第 4四半期及び平成 27 年度第１四半期に実施した入札の結果、一者

応札・一者応募となったものの点検 

（４）2ヵ年連続して一者応札・一者応募となったものの点検 

（５）平成 27 年度国立研究開発法人国際農林水産業研究センター調達等合理化計画 

及び自己評価についての点検 

（６）その他 

 

５．議事概要 

 委員長の選出：議事に先立ち、委員の互選により柿内委員を委員長として選出し、以

下の議事を審議した。 

（１）平成 26 年度における契約状況のフォローアップ 

契約担当者から資料に基づき説明を行い、委員からは契約状況については理解で

きるが、委員会として何を評価するのか、評価の基準は件数なのか金額なのか、見

直し計画の策定の考え方と時期についての質問があり、事務局からは総務省が定め

た取扱により実施しており、評価は件数及び金額の両方に対し、実施率（パーセン

テージ）で比較し評価する。また、見直し計画の計数等は「独立行政法人の契約状

況の点検・見直しについて（平成 21 年 11 月 17 日閣議決定）に基づき公表した計

画である旨の回答を行った。 

（２）平成 26 年度第 4四半期及び平成 27年度第 1四半期に実施した競争性のない随意

契約の点検 

契約担当者から説明を行い、審議の結果、全て一般競争にすることは難しく随意

契約は妥当であると判断されたが、法律顧問契約については平成 22 年度から継続

法律相談案件があるために随意契約としているが、この案件はいつ解決するのか、

また、平成 27 年度の契約では新たな案件が生じたためこの対応も含め継続契約と

しているが別件として契約できたのではないかとの意見があり、契約担当者から平

成 26 年度及び平成 27年度の契約内容について詳細な説明を行い了承された。 



なお、競争性のない随意契約によらざるを得ない事由については具体的に記載す

るよう要請があった。 

（３）平成 26 年度第 4四半期及び平成 27 年度第１四半期に実施した入札の結果、一者

応札・一者応募となったものの点検 

契約担当者から平成 26年度第 4四半期分 10 件について説明を行った。また、平

成27年度第1四半期分については平成26年度に2年分として契約を行っているた

め該当がなかった旨の説明を行ったが、委員からは情報セキュリティ管理業務に係

る経費が年々増加している原因について質問があり、契約担当者から情報セキュリ

ティの重要性が増しており、毎年度、仕様の見直しを行いつつ契約を実施している

ためであり大半は人件費である旨を説明した。特に JIRCAS の場合、パソコンの海

外への持ち出し、海外からの持ち込みの際のウイルスチェックが重要となるため業

務量が増加していること。また、日常的なサポートとしてヘルプデスクとして対応

している旨を説明した。 

（４）2ヵ年連続して一者応札・一者応募となったものの点検 

平成 26 年度第 4 四半期分 8 件（ソフトウエア賃貸借等）について契約担当者よ

り、フォローアップ票の説明があり、その後、審議を行い、委員からは契約内容か

ら 2ヵ年連続して一者応札・一者応募となったことはやむを得ない。引き続きホー

ムページ等を活用して情報公開を行い、積極的な呼びかけを行って欲しいとの意見

があった。 

（５）平成 27 年度国立研究開発法人国際農林水産業研究センター調達等合理化計画及

び自己評価についての点検 

契約担当者から「独立行政法人における調達等合理化の取組の推進について」（平

成 27 年 5 月 25 日総務大臣決定）の説明があり、これに基づき作成された「平成

27 年度国立研究開発法人国際農林水産業研究センター調達等合理化計画(案)」に

ついての当該計画の点検を行った。委員からは契約規程の見直しについて質問があ

り、契約担当者から随意契約ができるものについて今後検討し、見直しを行ってい

く旨の回答があった。 

（６）その他 

事務局から「国立研究開発法人国際農林水産業研究センター調達等合理化計画及

び自己評価についての点検」の実施に伴い、本委員会の開催時期の見直しについて

提案があり、具体的な日程については事務局で調整することが了承された。 

 

以上  


